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国際障害者年から40年の軌跡

障害のある人の分岐点
障害者権利条約に恥をかかせないで

藤井克徳　著

1981 年の国際障害者年以降を中心に，この 40 年間の障害分野の主な出来事や評価を書きおろした，
「近年障害分野の早わかり版」である．48頁に及ぶ年表も充実し，国際障害者年以降の40年を振り返る上での一助になる１冊．

本文に入る前に
国際障害者年の魅力と威力／未来のためのふり返り

序章　国際障害者年以前のこと
悔やみきれない優生保護法問題／復興の波に乗れなかった障害分野／
徐々に進む法体系の整備／二つの体験／置き去りにされた沖縄／大切な
役割を担った障害団体

第Ⅰ章　第一期（1981 年〜 1990 年）
先達者の心に浮かんでいたこと／障害分野初の長期政策／初の市民運動
による駅舎エレベーター／国際的に問題視された宇都宮病院事件／障害
基礎年金の創設／グループホーム制度の創設

第Ⅱ章　第二期（1991 年〜 2000 年）
列島縦断キャラバンと市町村網の目キャラバン／ ILO159 号条約の批准
で新たな方向／アジア太平洋障害者の十年／心身障害者対策基本法から
障害者基本法へ／矢継ぎ早の精神保健法の二度の改正／数値目標入りの
障害者プラン／社会福祉基礎構造改革

第Ⅲ章　第三期（2001 年〜 2010 年）
障害者権利条約の提唱と日本政府の対応／日本障害フォーラムの設立／
障害者自立支援法／障害者権利条約の採択と「３・５事件」／安永健太
さん事件／基本合意文書／障がい者制度改革推進会議

第Ⅳ章　第四期（2011 年〜 2020 年）
東日本大震災と障害者／ 55 人で練り上げた骨格提言／トーンダウンの
障害者差別解消法／国連第７回障害者権利条約締約国会議への参加／や
まゆり園事件／障害者排除の水増し雇用／立ち上がった優生被害者／鉄
道駅の無人化問題

■資料　1979 年以前の障害者施策の動き
障害のある人の分岐点年表（1980 ～ 2020）

氏名



40　

第Ⅱ章　
第二期（

1991年〜
2000年）　

41

体（日本
身体障害

者団体連
合会，国

際障害者
年日本推

進協議会
（現

在のJD）
，日本障

害者リハ
ビリテー

ション協
会，全国

社会福祉
協議

会）の下
に「『国連

・障害者
の十年』

最終年記
念国民会

議組織委
員会」

を設けま
した．実

質的な推
進は組織

委員会の
下に置か

れた中央
実行

委員会と
都道府県

実行委員
会が担い

ました．

記念事業
の中心と

なったの
は，同時

期に展開
された二

つのキャ
ラ

バンでし
た．一つ

は，「列
島縦断キ

ャラバン
」（写真

２）で，
47都

道府県の
すべての

知事を訪
問し，国

連事務総
長，内閣

総理大臣
，国

民会議主
唱４団体

のメッセ
ージを届

け，知事
からは自

らの考え
をし

たためた
色紙を受

け取ると
いうもの

でした（
すべての

知事から
直に

受け取る
ことがで

きた）．
キャラバ

ンは北海
道稚内市

と沖縄県
石垣

市から同
時にスタ

ートし（
1992年1

0月９日
），２台

の大型キ
ャラバ

ンカーが
東京で合

流したの
はスター

トしてか
ら２か月

後の12月
８

日でした
．そして

，翌日の
９日（障

害者権利
宣言制定

記念日）
に，

合流地点
となった

日比谷公
会堂で，

政府代表
を含む幅

広い層で
国民

会議全体
集会を開

催しまし
た．

もう一つ
は，「市町

村網の目
キャラバ

ン」でし
た．当時

，3,384（
東

京特別区
を含む）

存在した
市区町村

をすべて
訪問しよ

うという
野心

的な企画
でした．

市区町村
長に前述

のメッセ
ージを持

参しまし
た．

すべてと
はいきま

せんでし
たが，そ

れでも9
0％を超

える市区
町村

にメッセ
ージを届

けること
ができま

した（一
部郵送に

て）．　

最大の成
果は，全

国の障害
関連団体

が一つの
目的でま

とまった
こ

とです．
主要団体

には中央
実行委員

会に参加
してもら

い，キャ
ラバ

ンカーの
切れ目の

ない責任
者（車長

と呼称）
を全国規

模の団体
の役

員に担っ
てもらい

ました．
他方，都

道府県実
行委員会

の多くは
，「さ

まざまな
障害団体

による共
同の取り

組みは初
めて」と

いうこと
でし

た．こう
した，全

国ならび
に地方で

の障害種
別を越え

た実行体
制は，

障害関連
団体の連

携に新た
な流れを

もたらす
ことにな

ります．
その

10年余あ
との日本

障害フォ
ーラム（

JDF）な
らびに「

地方 JDF
」の

設立にも
少なから

ず影響す
ることに

なるので
す．

◆ ILO1
59号条

約の批准
で新たな

方向

障害関連
政策の全

体がそう
であった

ように，
労働政策

も身体障
害

者が先行
しました

．労働政
策の根拠

法令は，
このこと

を表すよ
うに

身体障害
者雇用促

進法（1
960）で

した．こ
れに一石

を投じた
のが，

国際労働
機関（IL

O）の第
159号条

約（障害
者の職業

リハビリ
テー

ション及
び雇用に

関する条
約）の批

准でした
．日本の

批准は，
1992

年６月1
2日です

．

ILOは，
第一次世

界大戦の
反省から

1919年に
生まれた

労働関連

の国際機
関で，労

働政策に
関する国

際規範を
次々と打

ち立てて
きま

した．障
害者に特

化したも
のとして

は，年代
順にあげ

ると，「
身体

障害者の
職業更生

に関する
勧告」（

第99号　
1955），「

障害者の
職業

リハビリ
テーショ

ン及び雇
用に関す

る条約」
（第159

号　198
3），「障

害者の職
業リハビ

リテーシ
ョン及び

雇用に関
する勧告

」（第16
8号

写真２　
障害分野

初の全国
統一キャ

ンペーン
列島縦断

キャラバ
ン
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以下に記します．弁護士の質問は『　』，警察官の回答は「　」と
します．
『警察官になってから，知的障害者に関する教養プログラムを受
けたことがありますか』「プログラムを受けたことはありません」，
『職務上で知的障害者に応対した経験はありますか』「知的障害者と
応対したことはありません」，『職務外で知的障害者と接した経験は
いかがですか』「それもありません」，『本件当時，知的障害者に対
する対応を記載した書類などはみたことがありますか』「記憶にあ
りません」
もし，こうした回答が警察官の一般的な考え方だとしたら，障害

者の多くは地域で安心した生活は送れません．いつ誤認逮捕になる
か，戦々恐々の状態が続きます．でも裁判は，刑事，民事ともに敗
訴で終わりました．この事件からくっきりとみえてくるものがあり
ます．それは，①許されてしまった現場警察官の対応，②警察全体
の障害者に関する無知と組織的なかばい合い，③裁判官の障害者に
関する見識の無さと問題の本質に向き合おうとしない姿勢，の３点
です．
もう一つ浮かび上がったのは，1948年に制定されたままの，警

察官職務執行法です．この事件もそうですが，「精神錯乱」「保護」
の名の下でなんでも行なえるというのがこの法律です．安永事件は，
「警察官と障害者」，「裁判官と障害者」という重いテーマを突き付
けたと思います．

◆基本合意文書

冬の陽は傾き始めていました．2010年１月７日の戸山サンライ
ズ（東京・新宿）の大研修室は，重い空気に包まれていました．埋
め尽くしたのは，障害者自立支援法違憲訴訟の原告と補佐人，弁護
士，支援者です．本来であれば，この時間帯は，ここにいる人の全
員が厚労省の講堂にいるはずでした．この日は，自立支援法違憲訴

訟の和解に伴っての基本合意文書を，国と原告・弁護団との間で交
わすことになっていたのです．予定は16時からでした．
重い空気の正体は，厚労省に対する不信感でした．ある補佐人（母
親）は，納得がいかないとした上でこう続けました．「このまま基
本合意文書を交わしていいのでしょうか．自立支援法をつくってき
た厚労省は信用できません」と．話し合いは続けられました．最終
的には，「これまでも運動で道を開いてきた．基本合意文書の効力
も運動抜きにはあり得ない．最後までひとかたまりでいきましょう」
を確認しながら，待たせてあったリフトカーやタクシーに分乗し，
厚労省に急いだのです．約束の時間から１時間遅れでした（写真４）．
基本合意文書には，71人の原告とその家族を中心とする訴訟団
の熱い思いが凝縮されています．形式上は和解ですが，「勝利的和解」
というのが弁護団の評価でした．重要部分の２か所を，以下に原文
のまま掲げます．

写真４　基本合意締結　調印式のようす
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障害者施策の動向等

JD（■）及び障害団体等の主な活動

社会保障・社会福祉等の動向（事件等含む）

国際的な動向

1
9
8
0（
昭
和
55
）
年

２月　保育所における障害児受け入れ通知／身体障

害者実態調査実施（全国の18歳以上の身体

障害者197万7,000人―人口比2.4％）／ 10年

ぶりに身体障害者実態調査を実施

３月　総理府に国際障害者年推進本部（内閣総理大

臣を本部長に設置＜閣議決定＞）／国際障害

者年記念式典および各種事業の実施

４月　心身障害児総合医療療育センター設置（日本

肢体不自由児協会に事業委託）／公営住宅法

の改正（身体障害者等の単身入居の途を開く）

５月　中央心身障害者対策協議会（心身協）の中に

国際障害者年特別委員会（委員60名）を設置

６月　身体障害者の航空旅客運賃の割引実施

８月　中央心身協，国際障害者年事業の在り方につ

いて意見具申／政府の国際障害者年推進本部

「国際障害者年事業の推進方針」を決定

９月　総理府「勤労意識・心身障害者の就業に関す

る世論調査」実施（2006年より，内閣府に

よる「障害者に関する世論調査」）

12月　身体障害者雇用促進法の一部改正（身体障

害者雇用納付金制度に基づく助成金の拡充）

２月　■国際障害者年日本推進協議会（以下推進協）

設立準備会４月19日　■設立発起人会　第１回協議員総会（設

立総会，加盟67団体で発足）

７月　■第２回協議員総会　国際障害者年を迎える

に当たって「政府に対する要望」を議決（８

月に提出）９月　■「IYDP情報」創刊号発行

12月　■国際障害者年推進プレ国民会議　93団体・

450名参加
長野県障害者運動推進協議会設立
奈良県障害者協議会設立

６月　児童扶養手当締め付け「適正化」通知

８月　老人福祉法改正（老人ホーム費用徴収に本人負担追加）

11月　健康保険法一部改正（国庫負担25％削減，1981年実施）／臨

時行政調査会設置法成立（第二次臨時行政調査会発足させ，「増

税なき財政再建」）
12月　東京都武蔵野市，有償在宅サービス事業開始（公社設立は

1981年４月）

５月　ユニセフ1980年委員会「児童
と障害：その予防とリハビリ
テーション」採択（５月）

６月　国際障害者リハビリテーショ
ン協会（RI）世界会議（カナ
ダ）で「80年代憲章」制定／
パラリンピックアーヘン大会
（オランダ）開催（この大会か
ら脳性マヒ者が参加）／WHO
「国際障害分類試案」（ICIDH）
発表（障害を「機能障害」，「能
力障害」「社会的不利」の３つ
のレベルに区分）

1
9
8
1（
昭
和
56
）
年

１月　首相「国際障害者年を迎えて」と題する声明

発表２月　建設省「官庁営繕における身体障害者の利用

を考慮した設計指針」を策定

５月　第３セクター方式による最初の重度障害者雇

用企業「吉備松下（株）」操業開始／「障害

に関する用語の整理のための医師法等の一部

を改正する法律」制定（つんぼ・おし・めく

らの法律からの除去）
12月　政府，毎年12月９日を「障害者の日」と宣

言　

６月　■福祉映画祭（以後，1991年度まで開催）

８月　障害児の国際児童画展／■アジアリハビリテ

ーション中堅指導者研修／子どもの集い

９月　世界のポスター展／■アジア交流セミナー／

■障害者ヨーロッパ調査研修ツアー／■長期

行動計画作成研究集会
11月　■「長期行動計画」採択（第５回協議員総会）

12月　国際障害者年記念国民会議（NHK大ホール）

埼玉県障害者協議会設立
全国視覚障害児（者）親の会設立

６月　母子及び寡婦福祉法制定（母子福祉法改正，2014年に「母子及

び父子並びに寡婦福祉法」に改称）

７月　第二次臨時行政調査会設置（３月）：第一次答申発表（増税な

き財政再建，３公社民営化，提案項目７割が国民負担増，給付

切り下げ等）８月　「行革大綱」閣議決定（補助金整理一括法案）

11月　「行革」一括法案成立（児童手当縮小，40人学級棚上げ等36本

法案）／生活保護123号通知（しめつけ「適正化」，「一括同意書」

等）

★国連・国際障害者年（IYDP）
３月　世界リハビリテーション機器

展開催（フランス）
10月　第１回国際アビリンピック（国

際身体障害者技能競技大会）
日本（東京）で開催（以後４
年毎に開催）11月　第１回大分国際車いすマラソ
ン大会開催（117名参加）／障
害者インターナショナル（DPI）
発足　第１回世界会議開催（シ
ンガポール）

1
9
8
2
年

１月　中央心身障害者対策協議会「国内長期行動計

画の在り方について」意見具申

３月　国際障害者年推進本部「障害者対策に関する

長期計画」を策定／「身体障害者の利用を配

慮した建築設計標準」を策定

３月　■「完全参加と平等をめざして」発行（推進

協編集）11月　■長期行動計画推進全国会議（以後，1991

年まで毎年開催）「長期行動計画」発表

12月　■障害者関係図書ブックフェア（以後，1993

２月　臨調第二次答申（許認可等の整理合理化）

７月　臨調第三次答申＝基本答申（「活力ある福祉社会」，国鉄・電電・

専売３公社の分割・民営化）

８月　老人保健法制定（老人医療費の社会保険化・有料化等　1983年

２月実施） ７月　国連高齢者問題世界会議，ウ
ィーンで開催12月　第37回国連総会「障害者に関
する世界行動計画」及び「障
害者に関する世界行動計画の

障害のある人の
分岐点　年表

JD ブックレット５
国際障害者年から 40 年の軌跡
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